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電気事業法施行規則（平成７年通商産業省令第７７号）第９４条の３第１項第１号及び

第２号に規定する定期事業者検査の十分な方法について、発電用火力設備及び燃料電池設

備に適用する場合の解釈を下記のとおり制定する。

また、「電気事業法施行規則第９４条の３各号の解釈例」（平成１８年７月２４日付け平

成１８・０６・２９原院第８号、ＮＩＳＡ－２３４ａ－０６－８）は、廃止する。

なお、同各号に規定する定期事業者検査の十分な方法は、この解釈に限定されるもので

はなく、同各号に照らして十分な保安水準の確保が達成できる技術的根拠があれば、同各

号に適合するものと判断することとする。

記

１．電気事業法施行規則第９４条の３第１号に規定する「開放、分解、非破壊検査その他

の各部の損傷、変形、磨耗及び異常の発生状況を確認するために十分な方法」及び同条

第２号に規定する「試運転その他の機能及び作動の状況を確認するために十分な方法」

の解釈は、別表のとおりとする。

なお、別表に基づく定期事業者検査に必要な範囲において、以下に掲げる規格を参照

することができる。

（ １ ） 社 団 法 人 火 力 原 子 力 発 電 技 術 協 会 発 行 「 火 力 発 電 所 の 定 期 点 検 指 針 」

（TNS-G1001-2005.4）

（２）社団法人日本機械学会規格「発電用火力設備規格火力設備配管減肉管理技術規格

（2009 年版）」（JSME S TB1-2009）（規格の認証に係る部分を除く。）

２．上記１．に示された方法により点検を行う設備（出力１万キロワット未満のガスター

ビン及び炉頂圧ガスタービンを除く。）にあっては、組立終了の後速やかに試運転を行

うものとする。この場合、可能な限り４／４出力により実施すること。

参考



（別表）開放、分解による点検及び作動試験等の定期事業者検査の十分な方法の解釈
設備 項目 検査方法 備考

1 ボイラー (1)汽水胴（起動バイ
パス用フラッシュタ
ンクを含む。）

内部点検
汽水分離装置を必要な個数取り外した状態で胴内部の目視点検及び胴内部溶接線の液体浸透探傷試

験（以下「ＰＴ検査」という。）を行う。ただし、管台内面溶接部が平滑化加工されている場合は、汽
水分離装置の取り外しは定期事業者検査による検査の隔回ごとでよい。

・汽水分離装置の取
り外しは、汽水胴に
溶接で取付けられ
たものは取り外さ
なくてよい。

(2)水胴 内部点検
汽水胴に同じ。ただし、汽水分離装置は、内部装置と読み替える。

(3)管寄 内部点検・外観点検
a 管寄及び管寄吊金具の外観点検を行う。
b 定期事業者検査による検査の隔回ごとに２本以上の代表管寄の選定内部の点検を行う。

・保温材を取付けた
管寄は、保温材は取
り外さなくてよい。

(4)管
(A)蒸発管 外観点検・肉厚測定

a 火炉内部の管の外観点検を行う。
b 定期事業者検査の隔回ごとに炉内バーナーレベルまで足場を組み、ゴンドラを使い、検査ロボット
を使い又は、これと同等な方法により目視点検を行う。
c 油焚・ガス焚・黒液燃焼ボイラー以外のボイラーにあっては、エロージョン対策を行っていない場
合は、スチームカットを受ける管の代表点の肉厚測定を行う。
d 黒液燃焼ボイラーにあっては、バーナーレベルまで足場を組んだ際には裸管部について肉厚測定を
行う。
e 黒液燃焼ボイラーにあっては、スメルトスパウトについて代表箇所の肉厚測定を行う。

(B)過熱器管、再熱器
管、節炭器管

外観点検・肉厚測定
a 過熱器管、再熱器管及び節炭器管の外観点検を行う。
b 油焚・ガス焚・黒液燃焼ボイラー以外のボイラーにあっては、エロージョン対策を行っていない場
合、過熱器管、再熱器管及び節炭器管の触手点検を行う。
c 油焚・ガス焚・黒液燃焼ボイラー以外のボイラーにあっては、エロージョン対策を行っていない場
合、過熱器管、再熱器管及び節炭器管の代表点の肉厚測定を行う。

(5)安全弁 開放点検
定期事業者検査の隔回ごとに胴、過熱器、再熱器の安全弁及び電気式逃し弁を分解し点検を行う。

作動試験
a 作動試験を行うものであること。
b 分解開放した場合の作動試験は、組立後に行う。

・作動試験は油圧ジ
ャッキ方式により
行ってもよい。

(6)蒸気止め弁、給水
止め弁

開放点検
弁体・弁座の摩耗が著しいものについて、分解し点検を行う。

(7)缶水循環ポンプ 外観点検・開放点検
缶水循環ポンプの外観点検を行う。また、必要に応じて開放点検を行う。

作動試験
試運転等により作動試験を行う。



設備 項目 検査方法 備考

2 ボイラー附
属設備

(1)給水ポンプ 外観点検・開放点検
給水ポンプの外観点検を行う。また、必要に応じて開放点検を行う。

作動試験
試運転等により作動試験を行う。

(2)通風機
押込通風機
誘引通風機
ガス再循環通風機
ガス混合通風機

外観点検・開放点検
通風機の外観点検を行う。また、必要に応じて開放点検を行う。

作動試験
試運転等により作動試験を行う。

(3)燃焼装置 外観点検
火炉内部よりバーナーの外観点検を行う。

(4)ボイラーに附属
する管

a 測定計画に基づき管の厚さの測定を行う。
b 上述の a の他、前回の定期事業者検査以降の中間停止等において行った管の厚さの測定結果を踏ま
え、余寿命評価を行い、又は、既に行った余寿命評価の確認を行う。
c 必要に応じ、今後における管の厚さの測定計画策定又は見直しを行う

3 燃料電池用
改質器

(1)改質器本体 内部点検
改質器の点検孔を開放し、改質器本体の内部の損傷及び改質管の形状等について目視点検を行う。

(2)安全弁 開放点検
a 定期事業者検査による検査の隔回ごとに安全弁を分解し点検を行う。
b 必要に応じＰＴ検査を行う。

作動試験
a 作動試験を行うものであること。
b 分解開放した場合の作動試験は、組立後に行う。

・作動試験は油圧ジ
ャッキ方式により
行ってもよい。

4 蒸気タービ
ン

(1)車室 開放点検
a 高中圧上半車室を取り外し、隔板、ラビリンスパッキンを取付けた状態で点検を行う。
b 定期事業者検査による検査の隔回ごとに低圧上半車室を取り外し隔板、ラビリンスパッキンを取付
けた状態で点検を行う。
c 必要に応じてＰＴ検査を行う。

(2)車軸、円板、動翼 開放点検
a 車室を開放した範囲において車軸は取り外さず静かに回転させて次の点検を行う。
・車軸 ・円板 ・翼及び取付け部 ・シュラウド、レーシングワイヤー
b 必要に応じてＰＴ検査を行う。

(3)隔板、噴口、静翼 開放点検
a 上半高中圧初段の噴口の点検を行う。
b 隔板を車室に取付けた状態で点検を行う。
c 必要に応じてＰＴ検査を行う。

(4)軸受 外観点検



設備 項目 検査方法 備考

軸受部の外観点検を行う。

(5)主要弁
主蒸気止め弁
再熱蒸気止め弁
主蒸気加減弁

開放点検
a 各主要弁を分解し、ストレーナー、弁体、弁座等の点検を行う。
b 必要に応じてＰＴ検査を行う。

(6)非常停止装置 外観点検
非常調速機、トリップ機構等の外観点検を行う。

作動試験
分解開放したものは組立後、非常停止装置の作動試験を行う。

(7)復水器 開放点検
水室を開放し内部及び細管の目視点検を行う。

5 蒸気タービ
ン附属設備

蒸気タービンに附属
する管

a 測定計画に基づき管の厚さの測定を行う。
b 上述の a の他、前回の定期事業者検査以降の中間停止等において行った管の厚さの測定結果を踏ま
え、余寿命評価を行い、又は、既に行った余寿命評価の確認を行う。
c 必要に応じ、今後における管の厚さの測定計画策定又は見直しを行う。

6 ガスタービ
ン(内燃型)

(1)ガス圧縮機
ガス圧縮機本体

開放点検
分解点検を行う。ただし、機器の特性に応じて時間管理等によって、分解等による定期的な点検を行

っているものは、必要な限りでの分解点検とする。

作動試験
試運転等により作動試験を行う。

(2)ガス圧縮機と一
体となって燃焼用の
圧縮ガスをガスター
ビンに供給する設備
(A)ガス溜、ガス冷却
器、油分離器

外観点検
貯槽等の外観点検を行う。

(B)安全弁 外観点検
弁の外観点検を行う。

開放点検
弁体、弁座、弁棒、シール部の摩耗が著しい等必要に応じて分解し点検を行う。

作動試験
a 作動試験を行うものであること。
b 分解開放した場合の作動試験は、組立後に行う。

・作動試験は油圧ジ
ャッキ方式により
行っても良い。

(C)管 外観点検
主要な管の外観点検を行う。



設備 項目 検査方法 備考

7 ガスタービ
ン(外燃型)

(1)車室 開放点検
上半車室を取外して点検を行う。隔板及びラビリンスパッキンは、必要に応じて取り外す。

※炉頂圧型ガスタ
ービン以外のもの
にあっては、本表を
参考に適切な点検
を行うこと。

(2)車軸、円板、動翼、
軸継手

開放点検
a 車軸は取り外して次の点検を行う。
・車軸 ・円板 ・翼及び取付け部
b 必要に応じＰＴ検査を行う。

(3)隔板、噴口、静翼 開放点検
a 隔板は必要に応じ車室から取り外して点検を行う。
b 必要に応じＰＴ検査を行う。

(4)軸受 外観点検
軸受部を分解して点検を行う。

(5)歯車減速機 開放点検
定期事業者検査の隔回ごとに開放又は分解による点検を行う。

作動試験
歯車減速機組立後、作動試験を行う。

(6)主要弁
危急遮断弁

開放点検
弁体、弁座、弁棒、シール部の点検を行う。

(7)非常調速装置 外観点検
非常調速装置、トリップ機構等の外観点検を行う。

作動試験
非常停止装置の作動試験を行う。

8 液化ガス用
燃料設備

(1)気化器 外観点検
気化器の外観点検を行う。

開放点検
安全弁を開放し点検を行う。

作動試験
a 安全弁組立後、作動試験を行う。
b 代表点のガス検知器作動試験を行うものとするが、定期的に作動試験を行っている場合は、その試
験に代えることができる。



設備 項目 検査方法 備考

(2)貯槽(ガスホルダ
ーを含む。)

外観点検
貯槽本体の外観点検を行う。

開放点検
定期事業者検査ごとに安全弁を開放し点検を行う。ただし、発電用火力設備に関する技術基準を定め

る省令（平成９年通商産業省令第５１号）第４２条に適合する安全弁を２系統設置している場合にあっ
ては、定期事業者検査ごとに２系統の安全弁を交互に開放し点検を行うことができる。

作動試験
安全弁組立後、作動試験を行う。

(3)導管 外観点検
必要な点検の周期を定め、地上部の配管及び伸縮継手について外観点検を行う。

作動試験
代表点のガス検知器作動試験を行うものとするが、定期的に作動試験を行っている場合は、その試験

に代えることができる。

(4)主要配管 外観点検
必要な点検の周期を定め、地上部の配管及び伸縮継手について外観点検を行う。

作動試験
代表点のガス検知器作動試験を行うものとするが、定期的に作動試験を行っている場合は、その試験

に代えることができる。

9 液化ガス設
備(液化ガス用
燃料設備を除
く。)

(1)気化器 外観点検
気化器の外観点検を行う。

作動試験
代表点のガス検知器作動試験を行うものとするが、定期的に作動試験を行っている場合は、その試験

に代えることができる。

開放点検
定期事業者検査による検査の隔回ごとに安全弁を開放し点検を行う。

作動試験
安全弁組立後、作動試験を行う。

(2)貯槽 外観点検
貯槽本体の外観点検を行う。

開放点検

・開放点検の時期が
定期事業者検査の
時期と異なる場合
は、その点検に代え



設備 項目 検査方法 備考

a 必要な周期ごとに貯槽本体を開放し点検を行う。
b 定期事業者検査による検査の隔回ごとに安全弁を開放し点検を行う。

作動試験
安全弁組立後、作動試験を行う。

ることができる。

(3)導管 外観点検
必要な点検の周期を定め、地上部の配管及び伸縮継手について外観点検を行う。

作動試験
代表点のガス検知器作動試験を行うものとするが、定期的に作動試験を行っている場合は、その試験

に代えることができる。

10 ガス化炉
設備

(1)ガス化炉 内部点検・外観点検
a ガス化炉内部の目視点検を行う。
b 断熱材に覆われていないガス化炉内部の溶接線については、必要に応じてＰＴ検査を行う。

(2)ガス化炉附属設
備
(A)給水ポンプ

作動試験
試運転等により作動試験を行う。

(B)燃焼装置 外観点検
バーナーの外観点検を行う。

(3)蒸気発生器
(A)胴

内部点検
汽水分離装置を必要な個数取り外した状態で、胴内部の目視点検及び胴内部溶接線のＰＴ検査を行

う。ただし、管台内面溶接部が平滑化加工されている場合は汽水分離装置の取り外しは定期事業者検査
による検査の隔回ごとでよい。

・汽水分離装置の取
り外しは、汽水胴に
溶接で取り付けら
れたものは取り外
さなくてよい。

(B)管寄 内部点検・外観点検
a 管寄及び管寄吊金具の外観点検を行う。
b 定期事業者検査による検査の隔回ごとに２本以上の代表管寄を選定し、内部の点検を行う。

・保温材を取り付け
た管寄は、保温材は
取り外さなくてよ
い。

(C)管
イ 蒸発管

内部点検・外観点検
a ガス化炉内部の管の外観点検を行う。
b 定期事業者検査による検査の隔回ごとに炉内バーナーレベルまで足場を組み、ゴンドラを使い、又
はこれらと同等な方法により目視点検を行う。
c エロージョン対策を行っていない場合は、スチームカットを受ける管の代表点の肉厚測定を行う。

ロ 過熱器管、再熱
器管、節炭器管

内部点検・外観点検
a 過熱器管、再熱器管及び節炭器管の目視点検を行う。
b エロージョン対策を行っていない場合、過熱器管、再熱器管及び節炭器管の触手点検を行う。
c エロージョン対策を行っていない場合、過熱器管、再熱器管及び節炭器管の代表点の肉厚測定を行
う。

(D)給水ポンプ 作動試験
試運転等により作動試験を行う。



設備 項目 検査方法 備考

(4)弁
(A)ガスの通ずるも
の
イ 安全弁

開放点検
安全弁を開放し点検を行う。

作動試験
安全弁組立後、作動試験を行う。

・作動試験は油圧ジ
ャッキ方式により
行ってもよい。

(B)水、蒸気の通ずる
もの
イ 安全弁

開放点検
定期事業者検査による検査の隔回ごとに胴、過熱器及び再熱器の安全弁及び電気式逃し弁を分解し点

検を行う。
作動試験
a 作動試験を行うものであること。
b 分解開放した場合の作動試験は、組立後に行う。

・作動試験は油圧ジ
ャッキ方式により
行ってもよい。

ロ 蒸気止め弁、給
水止め弁

開放点検
弁体・弁座の磨耗が著しいものについて、分解し点検を行う。

(5)ガス検知器 代表点のガス検知器の作動試験を行う。 ・定期的に作動試験
を行っている場合
はその試験に代え
ることができる。

11 独立過熱
器

本体 外観点検・開放点検
a 管外面の目視点検を行う。
b 管寄せは点検孔を開放する。
c 管は必要に応じ代表的な箇所を選定し非破壊検査又は管を切り取り検査を行う。

12 独立過熱
器附属設備

(1)重油燃焼装置
(2)押込通風機
(3)スートブロワ
(4)蒸気溜（ドレンセ
パレーターを含む。）

外観点検・開放点検
a 管外面の目視点検を行う。
b 管寄せは点検孔を開放する。
c 管は必要に応じ代表的な箇所を選定し非破壊検査又は管を切り取り検査を行う。

(5)独立過熱器に附
属する管

a 測定計画に基づき管の厚さの測定を行う。
b 上述の a の他、前回の定期事業者検査以降の中間停止等において行った管の厚さの測定結果を踏ま
え、余寿命評価を行い、又は、既に行った余寿命評価の確認を行う。
c 必要に応じ、今後における管の厚さの測定計画策定又は見直しを行う。

13 蒸気貯蔵
器

本体 内部点検・外観点検
a マンホールを開放して内部を点検する。
b 内部装置は定期事業者検査の隔回ごとに１回取外して点検する。

14 蒸気貯蔵
器附属設備

蒸気貯蔵器に附属す
る管

a 測定計画に基づき管の厚さの測定を行う。
b 上述の a の他、前回の定期事業者検査以降の中間停止等において行った管の厚さの測定結果を踏ま
え、余寿命評価を行い、又は、既に行った余寿命評価の確認を行う。
c 必要に応じ、今後における管の厚さの測定計画策定又は見直しを行う。


